
































































【Ⅰ部  組織変革の検討】  
















【Ⅱ部  組織変革における組織慣性の検討】  
















【Ⅲ部  組織文化アプローチによる組織慣性及び組織変革の検討】  

















【Ⅳ部  組織ルーティンアプローチによる組織慣性及び組織変革の検討】  
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５．小括   
 
１０章  結論  
 



































































































































































































最後に、第 10 章では本論文の結論について論じている。  
 
４．本論文の貢献  
本論文の基本的な貢献は以下の通りである。  
第 1 に、組織文化アプローチから、どのように組織慣性がもたらされるかを
明らかにしている点、そして、組織変革の際に組織慣性に対してどのように対
処すればよいかを論じている点である。  
上述のように、組織文化アプローチの一部の研究においては、組織文化の強
さが組織慣性の源泉と論じられてきた。しかし、組織全体で文化があまり共有
されていない組織(弱い文化の組織)の慣性については、既存研究で必ずしも理
論的あるいは経験的に十分に検討されてきたわけではない。このような状況の
もと、本論文では、文化があまり共有されていない組織において、どのように
組織慣性がもたらされるかを明らかにしている。  
具体的に本論文で明らかにしている組織慣性のプロセスについては以下の
通りである。組織全体で文化が共有されていない組織では部門間の対立がみら
れ、それが部門間での責任の押し付け合いをもたらす。そして、部門間での責
任の押し付け合いが危機感の欠如に影響を与えて部門文化の慣性をもたらす
といえる。また、危機感が欠如していることが、さらに部門間の対立を強める
のである。以上のように組織慣性のプロセスを明らかにした後、本論文ではこ
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のような組織慣性に対する対処についても前述のように明らかにしている。  
 第２に、組織ルーティンアプローチからの組織慣性の研究を発展させた点、
さらに組織慣性への対処について論じた点である。本論文では、前述のような
組織ルーティンの発展系譜を踏まえ、複数の組織ルーティンの内生的変革が組
織慣性をもたらす点を明らかにしている。つまり、組織内で互恵的相互依存性
が多くみられる場合、各部門内における組織ルーティンの内生的な変革が部分
最適を増大し、それが部門間の調整の困難性を高めることにより、組織慣性を
増大させることを示している。以上のように組織慣性のプロセスを明らかにし
た後、本論文ではこのような組織慣性に対する対処についても前述のように明
らかにしている。  
くわえて、本論文の特徴を述べるならば以下の通りである。既存の組織変革
研究では、その現象を解明すべく多様なアプローチが試みられてきた。しかし、
組織変革に対する処方箋は多く出されているが、その多くは理論とは無関係で
まとまりがない状態とされる。つまり組織変革研究は理論的な検討が不十分と
いえるが、第２章ではラディカルな組織変革に注目した主要な研究を整理した
後に、理論的検討を行っている。その中では、近年注目を集めている継続的変
革研究についても検討している。既存研究では継続的変革研究の問題点につい
ては深く検討されてこなかったため、本論文ではこれらの研究に内在する問題
点についても論じているのである。  
 
